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 （注）１． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。  

２． 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３． 四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。 

４． 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額

が計上されているため記載しておりません。 

５． 第87期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

６． 連結財務諸表規則第２条第44号の規定による連結財務諸表の組替えにより第87期第１四半期連結累計期間

及び第87期は、組替後の数値を記載しております。 

   

 当第１四半期連結累計期間において、ＯＫＩグループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第87期 

第１四半期連結 
累計期間 

第88期 
第１四半期連結 

累計期間 
第87期 

会計期間 
自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日 

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日 

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

売上高 （百万円）  82,525  83,767  432,685

経常損益 （百万円）  △9,038  △947  5,867

四半期（当期）純損益  （百万円）  △10,487  △3,240  △27,001

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  △10,730  △3,395  △32,150

純資産額 （百万円）  51,336  55,525  59,903

総資産額 （百万円）  365,016  359,532  372,192

１株当たり四半期（当期）純損益

金額 
（円）  △15.01  △4.43  △37.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  13.9  15.6  15.9

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（百万円）  6,560  13,441  1,585

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（百万円）  △1,010  △1,768  △4,423

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（百万円）  1,154  △891  11,207

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円）  78,249  90,356  79,645

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在においてＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。 

 なお、連結財務諸表規則第２条第44号の規定による連結財務諸表の組替えにより「（１）業績の状況」において比

較、分析に用いた前年同期数値は、当第１四半期連結累計期間の区分に組替えております。 

  

（１）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間の経済環境は、欧州においては景気が回復傾向にあるものの、一部の国々における

財政の先行き不安などの懸念材料もあり、そのペースが鈍化してきております。また、米国では失業率の高止ま

りや個人消費の減少を背景に景気減速懸念が高まっており、新興国において内需を中心とする景気拡大が続いて

いるものの、世界経済全体としては景気回復のペースが緩やかになっています。また、国内においては、東日本

大震災の発生により一時停滞していた生産活動が回復し、景気持ち直しの兆しが見られますが、電力供給の制約

や雇用情勢の悪化、原油高、デフレ影響などの懸念もあります。  

このような事業環境の下、ＯＫＩグループの売上高は、円高影響があるものの、ＡＴＭ監視・運用サービスの

増加や社会システムでの平成23年３月期からの期ズレなどにより、838億円（前年同期比13億円、1.5％増加）と

なりました。営業損失は、円高差益、物量増加や機種構成差、調達コスト低減及びＶＥに加え、固定費削減効果

により価格下落などを吸収し、３億円（同75億円良化）となりました。 

経常損失は９億円（同81億円良化）となりました。また、四半期純損失は、32億円（同73億円良化）となりま

した。 

  

事業別の状況は、次のとおりであります。  

＜情報通信システム事業＞  

外部顧客に対する売上高は、467億円（前年同期比20億円、4.4％増加）となりました。ソリューション＆サー

ビスでは、ＡＴＭ監視・運用サービスなどの増加から増収となりました。通信システムでは、ＧＥ－ＰＯＮの販

売台数増加に加え、企業向けの売上や保守・工事も増収となったことにより、既存ＮＷなどの減少を吸収し、全

体としてはほぼ前年並みとなりました。社会システムでは、防災システムなどの前期からの期ズレなどにより増

収となりました。メカトロシステムでは、国内向けＡＴＭが堅調で現金処理機なども増加するものの、中国向け

ＡＴＭについては売上時期の関係で一時的に売上が減少したため、全体では減収となりました。 

営業利益は、物量増加や機種構成差、調達コスト低減及びＶＥに加え、固定費削減効果などにより、価格下落

などを吸収し15億円（同31億円良化）となりました。 

  

＜プリンタ事業＞  

外部顧客に対する売上高は、268億円（前年同期比７億円、2.6％減少）となりました。円高による減収影響が

７億円となり、為替影響を除くと前年並みとなりました。商品別の状況では、オフィス向けカラープリンタ（カ

ラーＮＩＰ）及びモノクロプリンタ（モノＮＩＰ）の新商品販売が堅調で、ドットインパクトプリンタ（ＳＩＤ

Ｍ）は、中国の税法改正の影響などにより増加しました。 

営業損失は、物量増加や機種構成差、調達コスト低減及びＶＥ、円高の効果に加え、固定費削減効果により価

格下落などを吸収し、９億円（同38億円良化）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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＜ＥＭＳ事業、その他＞  

外部顧客に対する売上高はＥＭＳ事業で69億円（前年同期比３億円、3.9％増加）、その他の事業で34億円

（前年同期比３億円、7.4％減少）となりました。ＥＭＳ事業では、一部部材の入手難や電力供給制約の影響が

あったものの、計測機器市場の新規案件獲得や通信機器市場、医療機器市場、産業機器市場が堅調なことから増

収となりました。一方その他の事業では、部品関連事業が堅調に推移したものの、関係会社の選択と集中の影響

などにより減収となりました。 

営業利益は、物量変動と機種構成差などによりＥＭＳ事業で１億円（同１億円良化）、その他の事業で６億円

（同１億円良化）となりました。 

   

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損益が改善したこ

と等により、134億円の収入（前年同期66億円の収入）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、主に有形固定資産の取得による支出により、18億円の支

出（同10億円の支出）となりました。 

 この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローとをあわせたフリー・キ

ャッシュ・フローは116億円の収入（同56億円の収入）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済を主に短期借入により調達したことにより、９億円

の支出（同12億円の収入）となりました。 

 その結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末の796億円から904億円

となりました。 

   

（３）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるＯＫＩグループの研究開発活動の金額は、2,341百万円であります。 
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①【株式の総数】 

 （注）当社の発行可能株式総数は、普通株式とＡ種優先株式をあわせて2,400,000,000株であります。 

 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．「提出日現在発行数」には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

      発行された株式数は含まれておりません。 

    ２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。 

    ３．Ａ種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の特質は以下のとおりであります。 

      （１） Ａ種優先株式には、当社普通株式を対価とする取得請求権が付与されています。Ａ種優先株式の取

         得請求権の対価として交付される普通株式の数は、一定の期間における当社株式の株価を基準として

         決定され、または修正されることがあり、当社の株価の下落により、当該取得請求権の対価として交

         付される当社普通株式の数は増加する場合があります。 

      （２） Ａ種優先株式の取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、取得請求が行使されたＡ種優

         先株式に係る払込金額の総額を、以下の基準額で除して算出されます（小数第１位まで算出し、その

         小数第１位を切捨てます。）。また、基準額は、下記のとおり、平成26年４月１日以降、半年に１回

         の頻度で修正されます。 

          当初基準額は、原則として、平成26年４月１日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の株

         式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）における当社の普通株式の普通取引

         の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日数を除きます。）に0.9を乗じた金 

         額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てます。）、あるいは75円のいずれか高

         い金額であります。 

          平成26年４月１日から平成36年３月31日までの期間の毎年３月31日及び９月30日において、当該日

         に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引

         の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日数を除きます。）に0.9を乗じた金 

         額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てます。）に修正されます。 

      （３） 基準額の修正は、当初基準額の100％に相当する額を上限とし、当初基準額の50％に相当する額を 

         下限とします。 

      （４） Ａ種優先株式には、平成28年４月１日から平成36年３月31日までの間の毎月月末において、分配可

         能額または当社の自己資本額から総資産額の20％に相当する額を控除した金額のいずれか低い金額を

         上限として、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額に毎年４月１日から当該

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式            2,400,000,000

Ａ種優先株式            30,000

計                 2,400,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月11日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式  731,438,670  731,438,670
東京証券取引所市場第一部 

大阪証券取引所市場第一部 

株主として権利

内容に制限のな

い株式であり、

単元株式数は

1,000株であり

ます。 

Ａ種優先株式 

（注）２ 
 30,000  30,000 － 

（注）３～５ 

単元株式数は１

株であります。 

計  731,468,670  731,468,670 － － 
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         権利の行使日までの経過配当利息相当額を加算した額の金銭と引換えに、Ａ種優先株式の全部または

         一部を取得するよう請求することができる取得請求権が付されております。また、Ａ種優先株式に 

         は、当社が、当社の取締役会が別に定める日の到来をもって、法令上可能な範囲で、Ａ種優先株式１

         株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額の110％に相当する額に毎年４月１日から当該日まで 

         の経過配当利息相当額を加算した額の金銭を対価としてＡ種優先株式を取得することができる取得条

         項が付されております。なお、Ａ種優先株式には、当社が、Ａ種優先株式の取得請求の期間中に取得

         請求のなかったＡ種優先株式の全部を、取得請求期間（下記５．６．（２）において定義します。以

         下同じ。）の末日の翌日においてＡ種優先株式数にＡ種優先株式１株当たりの払込金額相当額を乗じ

         た額を取得請求期間の末日の翌日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所に

         おける当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日数

         を除きます。）に0.9を乗じた金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てま 

         す。）で除して得られる数の普通株式をＡ種優先株主（下記５．１．（１）において定義します。）

         に対して交付するのと引換えにＡ種優先株式の全部を取得することができる取得条項が付されていま

         す。 

      上記（１）ないし（４）の詳細は、下記５．５ないし５．８を参照下さい。 

    ４．Ａ種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）に関する事項は以下のとおりであります。 

      （１）当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等（Ａ種優先株式）に表示された権利の行使に関する事

         項についての所有者との間の取決めの内容 

         該当事項はありません。 

      （２）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

         該当事項はありません。 

      （３）当社の株券の賃借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容 

         該当事項はありません。 

      （４）その他投資者の保護を図るため必要な事項 

         ①単元株式数 

          当社の普通株式の単元株式数は1,000株であります。なお、Ａ種優先株式には議決権がないため、 

          Ａ種優先株式の単元株式数は１株としております。 

         ②種類株主総会の決議 

          当社は、会社法第322条第１項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めており 

          ません。 

         ③議決権の有無及び内容の差異並びにその理由 

          当社は、Ａ種優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行しております。普通株式は、株

          主としての権利内容に制限のない株式ですが、Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しま

          せん。これは、Ａ種優先株式を配当金や残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権がな

          い内容としたものであります。 

    ５．Ａ種優先株式の内容は以下のとおりであります。 

      １．Ａ種優先配当金 

      （１）Ａ種優先配当金 

        当会社は、平成23年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度において当社定款に定める基準日に

        係る剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種優先株式を

        有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先

        登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）および普通

        株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、

        Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額に、当該剰余金の配当にかかる基準日の属する事業年度ご 

        とに下記（２）に定める配当年率（以下「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭 

        （以下「Ａ種優先配当金」という）の配当を行う。ただし、当該基準日の属する事業年度においてＡ種

        優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して第２項に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったとき 

        は、その額を控除した額とする。Ａ種優先配当金の総額が分配可能額（会社法第461条第２項において 

        定義される分配可能額をいう。以下同じ。）を超える場合、分配可能額の範囲で取締役会が定める金額

        を、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、配当としてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質

        権者に対して支払うことができる。なお、当会社は、Ａ種優先株式について、平成23年３月31日に終了

        する事業年度に属する日を基準日とする剰余金の配当を行わない。 

      （２）Ａ種優先配当年率 

        平成24年３月31日に終了する事業年度に係るＡ種優先配当年率 

        Ａ種優先配当年率＝初回Ａ種優先配当金÷Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額 
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        上記の算式において「初回Ａ種優先配当金」とは、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額に、日本

        円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に3.00％を加算して得られる数に、払込期日（同日を含む。）より平成24年

        ３月31日（同日を含む。）までの実日数である466を乗じ365で除して算出した額の金銭（円位未満小 

        数第１位まで算出し、その小数第１位を切上げる。）とする。 

        平成24年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度に係るＡ種優先配当年率 

        Ａ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋3.00％ 

        なお、平成24年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度に係るＡ種優先配当年率は、％未満小数

        第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

        「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」とは、毎年の４月１日（同日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業

        日）（以下「Ａ種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・イ

        ンター・バンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会によって公表される数

        値を指すものとする。Ａ種優先配当年率決定日において日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されてい

        ない場合は、Ａ種優先配当年率決定日（同日がロンドンの銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）にお

        いて、ロンドン時間午前11時現在のロイター3750頁（円預金の英国銀行協会ライボーレートを表示する

        ロイターの3750頁をいう。）に表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ

        円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会によって公表される数値またはこれに 

        準ずるものと当会社が合理的に判断した数値を、日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に代えて用いるものと

        する。 

      （３）非累積条項 

        ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

        Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

      （４）非参加条項 

        Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を

        行わない。 

      ２．Ａ種優先中間配当金 

        当会社は、当社定款に定める中間配当を行うときは、当該中間配当の基準日の最終の株主名簿に記載ま

        たは記録されたＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、当該中間配当の基準日の最終の株

        主名簿に記載または記録された普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につ 

        き、当該中間配当の基準日の属する事業年度におけるＡ種優先配当金の額に２分の１を乗じた額を上限

        とする金銭（以下「Ａ種優先中間配当金」という。）による剰余金の配当を行う。 

      ３．残余財産 

      （１）残余財産の分配 

        当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主

        および普通株式登録質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先株式１株当たりの払込金額相当

        額の金銭を支払う。 

      （２）非参加条項 

        Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記（１）のほか、残余財産の分配は行わな

        い。 

      ４．議決権 

        Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

      ５．金銭を対価とする取得請求権 

      （１）金銭を対価とする取得請求権の内容 

        Ａ種優先株主は、当会社に対し、平成28年４月１日から平成36年３月31日までの間の毎月末日（同日が

        銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）（以下「金銭対価取得請求権行使日」という。）において、Ａ

        種優先株式の全部または一部の取得と引換えに金銭を交付することを請求（以下「金銭対価取得請求」

        という。）することができる。ある金銭対価取得請求権行使日における金銭対価取得請求に係る取得価

        額（下記（２）において定義される。）の総額が、当該金銭対価取得請求権行使日における取得上限額

        （下記（３）において定義される。）または分配可能額のいずれか低い金額を超える場合には、当会社

        が取得すべきＡ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株式数に応じた比例按分の方法により決定す

        る。 

      （２）取得価額 

        金銭対価取得請求が行われた場合におけるＡ種優先株式１株当たりの取得価額は、Ａ種優先株式１株当

        たりの払込金額相当額に当該金銭対価取得請求権行使日が属する事業年度の末日を基準日とするＡ種優

        先配当に係るＡ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日（同日を含む。）から当該金銭対価取

        得請求権行使日（同日を含む。）までの日数を乗じ365で除して算出した額（円位未満小数第１位まで 
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        算出し、その小数第１位を切上げる。）を加えた金額とする。ただし、上記により計算された金額か 

        ら、金銭対価取得請求権行使日が属する事業年度において支払われたＡ種優先中間配当金の額を控除す

        るものとする。 

      （３）取得上限額 

        「取得上限額」は、当該金銭対価取得請求権行使日前に当会社が開示した、株式会社東京証券取引所 

        （以下「東京証券取引所」という。）の有価証券上場規程第404条に基づき作成される通期決算短信ま 

        たは四半期決算短信のうち直近のもの（以下「直近決算短信等」という。）における自己資本額から総

        資産額の20％に相当する額を控除した金額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合は０円とす 

        る。 

        「自己資本額」とは、直近決算短信等に含まれる連結貸借対照表または四半期連結貸借対照表（以下 

        「連結貸借対照表等」という。）の純資産の部の合計額から新株予約権および少数株主持分の項目に係

        る金額を控除した額をいう。 

        「総資産額」とは連結貸借対照表等の資産の部の合計額をいう。 

      （４）取得上限額の調整 

        当会社が、連結貸借対照表等の日後に、以下のいずれかに該当する行為を行った場合、当該行為が当該

        連結貸借対照表等の日に行われたものとみなして、取得上限額の調整を行う。 

         （ⅰ）剰余金の配当（取締役会において中間配当決議をすること、および取締役会において剰余金 

          の配当を株主総会の付議議案として決議することを含む（ただし、株主総会において当該剰余金の

          配当について否決された場合には、当該株主総会の日以降に行う取得上限額の調整にあたっては、

          これを考慮しない。）。） 

         （ⅱ）当会社株式の取得（法令の定めに従って行われた単元未満株式の買取請求および株式買取請求

          に基づく取得、ならびに当該金銭対価取得請求権行使日前に行われた本項および第７項に基づくＡ

          種優先株式の取得を含み、これらに限られない。） 

         （ⅲ）事業譲渡、合併、会社分割、株式交換、株式移転または株式の発行（自己株式の処分を含 

          む。） 

         （ⅳ）上記（ⅰ）ないし（ⅲ）の他、連結貸借対照表または四半期連結貸借対照表上の資産の部また

          は純資産の部の額を増加または減少させることとなる会社法上の行為 

    ６．普通株式を対価とする取得請求権 

      （１）普通株式を対価とする取得請求権の内容 

        Ａ種優先株主は、下記（２）に定める取得を請求することのできる期間中いつでも、下記（３）ないし

        （６）に定める条件で、当会社がＡ種優先株式の全部または一部を取得することと引換えに、当会社の

        普通株式を交付することを請求することができる。 

      （２）取得を請求することのできる期間 

        平成26年４月１日から平成36年３月31日まで（以下「取得請求期間」という。）とする。 

      （３）取得と引換えに交付すべき財産 

        当会社は、Ａ種優先株式の取得と引換えに、Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式数にＡ種優

        先株式１株当たりの払込金額相当額を乗じた額を下記（４）ないし（６）に定める取得価額で除した数

        の普通株式を交付する。なお、Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たな

        い端数があるときは、これを切捨てるものとし、会社法第167条第３項に規定する金銭の交付は行わな 

        い。 

      （４）当初取得価額 

        取得価額は、当初、取得請求期間の初日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引

        所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数

        を除く。）に0.9を乗じた金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）、あ 

        るいは75円のいずれか高い金額（以下「当初取得価額」という。）とする。なお、上記の連続する30取

        引日の初日（同日を含む。）から決定日（同日を含む。）（下記（５）において定義する。）までの間

        に、下記（６）に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当初取得価額は、下記（６）に準じて当会

        社の取締役会が適当と判断する金額に調整される。 

      （５）取得価額の修正 

        取得価額は、取得請求期間中、毎年３月31日および９月30日（以下「決定日」という。）に、決定日に

        先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の

        毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）に0.9を乗じた金額（円位未満 

        小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。以下、「修正後取得価額」という。）に修正され

        る。ただし、かかる計算の結果、修正後取得価額が上記（４）に定める当初取得価額の50％に相当する

        額（以下「下限取得価額」という。）を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額とする。また、
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        修正後取得価額が上記（４）に定める当初取得価額の100％に相当する額（以下「上限取得価額」とい 

        う。）を上回る場合は、修正後取得価額は上限取得価額とする。なお、上記の連続する30取引日の初日

        （同日を含む。）から決定日（同日を含む。）までの間に、下記（６）に定める取得価額の調整事由が

        生じた場合、修正後取得価額は、下記（６）に準じて当会社の取締役会が適当と判断する金額に調整さ

        れる。 

      （６）取得価額の調整 

        イ．Ａ種優先株式の発行後、次の（ⅰ）ないし（ⅵ）のいずれかに該当する場合には、取得価額（当初

          取得価額、下限取得価額および上限取得価額を含む。）を次に定める算式（以下「取得価額調整 

          式」という。）により調整する（以下、調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得

          価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。 

          （ⅰ）取得価額調整式に使用する時価（下記ハ．において定義する。以下同じ。）を下回る払込金

          額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する場合（無償割当ての場合を含

          む。）（ただし、当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新

          株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本（６）において同じ。）その他の証券（以下「取

          得請求権付株式等」という。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに当会社が取得すること

          ができる取得条項付株式もしくは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付株式等」

          という。）が取得または行使され、これに対して普通株式が交付される場合を除く。）   

          調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下同 

          じ。）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通

          株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため、または無償割当てのための基準日がある場合

          は、当該基準日の翌日以降、これを適用する。 

          （ⅱ）株式の分割をする場合 

          調整後取得価額は、普通株式の株式分割のための基準日に、分割により増加する普通株式数（基準

          日における当会社の自己株式である普通株式に関して増加する普通株式数を除く。）が交付された

          ものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。 

          （ⅲ）取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ．において定義する。以下、本 

          （ⅲ）、下記（ⅳ）および（ⅴ）ならびに下記ハ．（ⅳ）において同じ。）をもって当会社の普通

          株式の交付を請求できる取得請求権付株式等を発行する場合（無償割当ての場合を含む。） 

          調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当

          ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与える

          ためもしくは無償割当てのための基準日がある場合は当該基準日に、当該取得請求権付株式等の全

          部が当初の条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適

          用して算出し、その払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当ての場合はその効力発生 

          日）の翌日以降、または当該基準日の翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、普通株式が

          交付されたものとみなされる日において価額が確定しておらず、後日一定の日（以下「価額決定 

          日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等を発行した場合において、決定された価額

          が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取得価額は、当該価額決定日に残存す

          る取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定した条件で取得または行使されて普通株式が交付

          されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該価額決定日の翌日以降これを適用す

          る。 

          （ⅳ）当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ．

          または下記ロ．と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が

          行われる日（以下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取

          得価額調整式に使用する時価を下回る場合 

          調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得または行

          使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌

          日以降これを適用する。なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記（ａ）ないし（ｃ）

          の場合に応じて、調整後取得価額を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合

          に定める割合（以下「調整係数」という。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。 

           （ａ）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記（ⅲ）または本（ⅳ）による調整

調整後取得価額＝調整前取得価額× 
 既発行普通株式数＋ 

 交付普通株式数×１株当たりの払込金額 

     １株当たりの時価 

      既発行普通株式数＋交付普通株式数  
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            が行われていない場合 

            調整係数は１とする。 

           （ｂ）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記（ⅲ）または本（ⅳ）による調整

            が行われている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記（５）による取得価

            額の修正が行われている場合 

            調整係数は１とする。 

            ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記（ⅲ）または本（ⅳ）による直前

            の調整を行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とする。 

           （ｃ）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記（ⅲ）または本（ⅳ）による調整

            が行われている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記（５）による取得価

            額の修正が行われていない場合 

            調整係数は、上記（ⅲ）または本（ⅳ）による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の

            取得価額で除した割合とする。 

          （ⅴ）取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって

          普通株式を交付する場合 

          調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

          ただし、当該取得条項付株式等について既に上記（ⅲ）または（ⅳ）による取得価額の調整が行 

          われている場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希 

          薄化後普通株式数（下記ホ．において定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超 

          えるときに限り、当該超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用し 

          て算出し、取得の直前の既発行普通株式数を超えないときは、本（ⅴ）による調整は行わない。 

          （ⅵ）株式の併合をする場合 

          調整後取得価額は、株式の併合の効力発生日以降、併合により減少する普通株式数（効力発生日に

          おける当会社の自己株式である普通株式に関して減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示し

          て交付普通株式数とみなして取得価額調整式を適用して算出し、これを適用する。 

        ロ．上記イ．（ⅰ）ないし（ⅵ）に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等に

          より、取得価額（当初取得価額、下限取得価額および上限取得価額を含む。）の調整を必要とする

          場合は、当会社の取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。 

        ハ．（ⅰ）取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日目に

           始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値 

           （気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とする。ただし、平均値の計算は円

           位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。なお、上記の連続する30取引日の初

           日（同日を含む。）から決定日（同日を含む。）までの間に、取得価額の調整事由が生じた場 

           合、調整後取得価額は、本（６）に準じて調整する。 

          （ⅱ）取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日にお

           いて有効な取得価額とする。 

          （ⅲ）取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日（上記イ．

           （ⅰ）ないし（ⅲ）に基づき当該基準日において交付されたものとみなされる普通株式数は含ま

           ない。）の、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当会社の発行

           済普通株式数（自己株式である普通株式の数を除く。）に当該取得価額の調整の前に上記イ．お

           よびロ．に基づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交付されていない普通

           株式数（ある取得請求権付株式等について上記イ．（ⅳ）（ｂ）または（ｃ）に基づく調整が初

           めて適用される日（当該日を含む。）からは、当該取得請求権付株式等に係る直近の上記イ． 

           （ⅳ）（ｂ）または（ｃ）に基づく調整に先立って適用された上記イ．（ⅲ）または（ⅳ）に基

           づく調整により「交付普通株式数」とみなされた普通株式数は含まない。）を加えたものとす 

           る。 

          （ⅳ）取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ．（ⅰ）の場合には、当

           該払込金額（無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込の場合には適正な評価 

           額）、上記イ．（ⅱ）および（ⅵ）の場合には０円、上記イ．（ⅲ）ないし（ⅴ）の場合には価

           額（ただし、（ⅳ）の場合は修正価額）とする。 

        ニ．上記イ．（ⅲ）ないし（ⅴ）および上記ハ．（ⅳ）において「価額」とは、取得請求権付株式等ま

          たは取得条項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際

          して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求

          権付株式等または取得条項付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金

          額を、その取得または行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。 
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        ホ．上記イ．（ⅴ）において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行

          普通株式数から、上記ハ．（ⅲ）に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていな

          い普通株式数で当該取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交

          付される普通株式数を加えたものとする。 

        へ．上記イ．（ⅰ）ないし（ⅲ）において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当

          該基準日以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件とし

          ている場合には、上記イ．（ⅰ）ないし（ⅲ）の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認

          決議をした株主総会の終結の日の翌日以降にこれを適用する。 

        ト．取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

          ときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調整式による取得価額の調

          整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額

          に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

    ７．金銭を対価とする取得条項  

      （１）金銭を対価とする取得条項の内容 

        当会社は、平成28年４月１日から平成36年３月31日までの間いつでも、当会社の取締役会が別に定める

        日（以下「金銭対価強制取得日」という。）の到来をもって、当会社がＡ種優先株式の全部または一部

        を取得するのと引換えに、分配可能額の範囲で、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して

        金銭を交付することができる（以下「金銭対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合にお

        いて取得するＡ種優先株式は、比例按分または当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定さ

        れるものとする。 

      （２）取得価額 

        金銭対価強制取得が行われる場合におけるＡ種優先株式１株当たりの取得価額は、Ａ種優先株式１株当

        たりの払込金額の110％に相当する額に、当該金銭対価強制取得日が属する事業年度の末日を基準日と 

        するＡ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日（同日を含む。）から当該金銭対価強制取得日 

        （同日を含む。）までの日数を乗じ365で除した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位 

        を切上げる。）を加えた金額とする。ただし、上記により計算された金額から、金銭対価強制取得日が

        属する事業年度において支払われたＡ種優先中間配当金の額を控除するものとする。 

    ８．普通株式を対価とする取得条項 

      （１）普通株式を対価とする取得条項 

        当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていないＡ種優先株式の全てを取得請求期間の

        末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって普通株式の交付と引換えに取得する。この場合、

        当会社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、各Ａ種優先株主に対し、その有するＡ種優先

        株式数にＡ種優先株式１株当たりの払込金額相当額を乗じた額を下記（２）に定める価額（以下「一斉

        取得価額」という。）で除した数の普通株式を交付するものとする。Ａ種優先株式の取得と引換えに交

        付すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。 

      （２）一斉取得価額 

        一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における

        当会社の普通株式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値が算出されない日を除く。）に 

        0.9を乗じた金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）とする。ただし、 

        かかる計算の結果、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額は下限取得価額とす 

        る。 

    ９．株式の併合または分割、募集株式の割当て等 

      （１）当会社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

      （２）当会社は、Ａ種優先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当て 

        を受ける権利を与えない。 

      （３）当会社は、Ａ種優先株主に対し、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。 

    10．剰余金の配当等の除斥期間 

      剰余金の配当等の除斥期間の規定はＡ種優先配当金およびＡ種優先中間配当金の支払いについてこれを準用

      する。 

    11．譲渡制限 

      Ａ種優先株式を譲渡により取得することについては、当会社の承認を必要とする。 
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該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

   

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。  

  

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」には当社所有の自己株式491株が含まれております。 

  

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高   

（百万円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日  
－  

 

 

 

731,468 －   44,000  －        15,000

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  （平成23年６月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 Ａ種優先株式   30,000 ― 「（１）株式の総数等」に記
載しております。 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     3,901,000 ― 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式    723,650,000  723,650 同上 

単元未満株式 普通株式     3,887,670 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  731,468,670
  

― ― 

総株主の議決権 ―  723,650 ― 
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②【自己株式等】 

 （注）１．沖電線株式会社が退職給付信託した3,000,000株については、「自己名義所有株式数」に含めて表示してお 

  ります。 

２. 当社の住所は、平成23年５月６日付で、東京都港区虎ノ門１－７－12に移転しております。 

３．当第１四半期会計期間末日現在の当社の自己名義所有株式数は、154,000株であります。 

  

該当事項はありません。 

   

   （平成23年６月30日現在）

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所
有株式数 
（株） 

他人名義所
有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合 
（％） 

当社 
東京都港区西新橋３－16 
－11 

 145,000  －  145,000  0.02

沖電線株式会社 
神奈川県川崎市中原区下
小田中２－12－８ 

 3,756,000  －  3,756,000  0.51

計 ―  3,901,000  －  3,901,000  0.53

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 45,959 43,764 

受取手形及び売掛金 113,729 80,787 

有価証券 34,720 47,619 

製品 26,189 28,892 

仕掛品 16,979 24,742 

原材料及び貯蔵品 21,775 22,889 

その他 14,862 14,290 

貸倒引当金 △1,150 △1,024 

流動資産合計 273,064 261,961 

固定資産   

有形固定資産 53,134 52,147 

無形固定資産 7,791 7,269 

投資その他の資産 ※1  38,201 ※1  38,152 

固定資産合計 99,127 97,570 

資産合計 372,192 359,532 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 53,923 49,348 

短期借入金 118,063 118,416 

引当金 2,454 1,983 

その他 48,667 45,633 

流動負債合計 223,109 215,381 

固定負債   

長期借入金 33,987 33,088 

退職給付引当金 16,350 17,880 

役員退職慰労引当金 514 312 

その他 38,327 37,343 

固定負債合計 89,179 88,625 

負債合計 312,288 304,006 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

純資産の部   

株主資本   

資本金 44,000 44,000 

資本剰余金 113,124 21,554 

利益剰余金 △90,536 △2,206 

自己株式 △23 △24 

株主資本合計 66,564 63,324 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,988 △2,161 

繰延ヘッジ損益 △983 △927 

為替換算調整勘定 △4,238 △4,300 

その他の包括利益累計額合計 △7,210 △7,389 

新株予約権 79 79 

少数株主持分 470 △488 

純資産合計 59,903 55,525 

負債純資産合計 372,192 359,532 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成23年６月30日） 

売上高 82,525 83,767 

売上原価 64,823 62,305 

売上総利益 17,702 21,461 

販売費及び一般管理費 25,514 21,803 

営業損失（△） △7,812 △341 

営業外収益   

受取利息 78 58 

受取配当金 334 298 

雑収入 375 445 

営業外収益合計 788 802 

営業外費用   

支払利息 1,146 1,042 

雑支出 868 366 

営業外費用合計 2,014 1,408 

経常損失（△） △9,038 △947 

特別利益   

負ののれん発生益 2,650 － 

貸倒引当金戻入額 34 － 

受取和解金 167 － 

特別利益合計 2,852 － 

特別損失   

固定資産処分損 44 98 

関係会社株式売却損 － 173 

投資有価証券評価損 2,406 66 

特別退職金 150 72 

事業構造改善費用 32 7 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 623 － 

特別損失合計 3,258 416 

税金等調整前四半期純損失（△） △9,444 △1,364 

法人税、住民税及び事業税 190 496 

法人税等調整額 798 1,355 

法人税等合計 988 1,851 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △10,433 △3,215 

少数株主利益 54 24 

四半期純損失（△） △10,487 △3,240 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成23年６月30日） 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △10,433 △3,215 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 272 △171 

繰延ヘッジ損益 △49 56 

為替換算調整勘定 △499 △62 

持分法適用会社に対する持分相当額 △20 △0 

その他の包括利益合計 △297 △179 

四半期包括利益 △10,730 △3,395 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △10,782 △3,419 

少数株主に係る四半期包括利益 52 23 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成23年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △9,444 △1,364 

減価償却費 3,418 3,032 

負ののれん発生益 △2,650 － 

引当金の増減額（△は減少） 934 885 

受取利息及び受取配当金 △413 △357 

支払利息 1,146 1,042 

投資有価証券評価損益（△は益） 2,406 66 

関係会社株式売却損益（△は益） － 173 

固定資産処分損益（△は益） 44 97 

売上債権の増減額（△は増加） 33,323 30,625 

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,173 △12,141 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,214 △4,387 

未払費用の増減額（△は減少） △1,026 △4,326 

その他 △2,401 1,334 

小計 7,950 14,680 

利息及び配当金の受取額 421 352 

利息の支払額 △918 △927 

法人税等の支払額 △892 △663 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,560 13,441 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,000 △25 

定期預金の払戻による収入 1,000 31 

有価証券の償還による収入 3,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △1,848 △1,671 

無形固定資産の取得による支出 △244 △234 

その他の支出 △136 △505 

その他の収入 219 637 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,010 △1,768 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 12,490 6,659 

長期借入れによる収入 3,150 3,000 

長期借入金の返済による支出 △13,426 △10,445 

セール・アンド・リースバックによる収入 777 237 

リース債務の返済による支出 △321 △650 

その他 △1,513 308 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,154 △891 

現金及び現金同等物に係る換算差額 387 354 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,092 11,136 

現金及び現金同等物の期首残高 71,156 79,645 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 193 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △618 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  78,249 ※  90,356 
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※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額  

  

２ 保証債務 

   当社及び一部の連結子会社の従業員の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。  

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日） 

 当社グループでは、主として第４四半期連結会計期間に情報通信システム事業における官公庁向けシステ

ム製品の需要が集中するため、第４四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期間と比べて著しく

高くなっております。  

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。 

  

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 

（平成23年６月30日） 

投資その他の資産 百万円 2,492 百万円 1,672

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

従業員（住宅融資借入金等） 百万円 820 従業員（住宅融資借入金等） 百万円 774

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日） 

  （百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定  56,535  43,764

預入期間が３ヶ月を越える定期預金  △3,001  △25

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
 24,714  46,617

現金及び現金同等物  78,249  90,356
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日） 

１．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの 

該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日） 

１．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの 

該当事項はありません。 

   

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。 

２．セグメント利益又は損失の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用 百万円及び固定資産の調整額 百万円が含まれて

おります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。  

    

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（重要な負ののれん発生益） 

 「情報通信システム」セグメントにおいて、当社を株式交換完全親会社とし、沖ウィンテック（株）を

当社の株式交換完全子会社とする株式交換を実施したことにより、負ののれん発生益を計上しておりま

す。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては 百

万円であります。 

  

（株主資本等関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

    （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

情報通信 
システム 

プリンタ ＥＭＳ 計 

売上高                 

外部顧客への売

上高 
 44,730  27,530  6,597  78,858  3,667  82,525  －  82,525

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 743  1,129  30  1,904  4,353  6,258  △6,258  －

計  45,474  28,660  6,628  80,763  8,021  88,784  △6,258  82,525

セグメント利益 

又は損失（△） 
 △1,598  △4,689  △7  △6,296  459  △5,836  △1,975  △7,812

△1,975 △191

△1,828 43

2,648
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。  

２．セグメント利益又は損失の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用 百万円及び固定資産の調整額 百万円が含まれて

おります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。  

  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額が計上されている

ため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

情報通信 
システム 

プリンタ ＥＭＳ 計 

売上高                 

外部顧客への売

上高 
 46,699  26,819  6,852  80,371  3,396  83,767  －  83,767

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 461  995  33  1,490  5,035  6,526  △6,526  －

計  47,161  27,815  6,885  81,862  8,432  90,294  △6,526  83,767

セグメント利益 

又は損失（△） 
 1,471  △941  129  659  584  1,244  △1,585  △341

△1,585 △102

△1,507 24

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円 15.01 円 4.43

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（百万円）  10,487  3,240

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円）  10,487  3,240

普通株式の期中平均株式数（千株）  698,662  731,014

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ 

 

 

－ 

  

 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月11日

沖電気工業株式会社 

  取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 今 井 靖 容  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 田 村 保 広  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 山 川 幸 康  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖電気工業株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖電気工業株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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